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研究成果の概要（和文）：本研究によって、各国が税務情報等の行政情報を基盤情報として、得られた結果をprofilin
gと呼ばれる企業・事業所の現状確認によってビジネス・レジスターとして母集団情報を恒常的に更新していること、
母集団情報を与える年次フレームは標本抽出だけでなく欠損データの補定にも活用されていること、企業動態統計等も
各国で作成されていることが明らかになった。また国によっては統計単位の経緯度情報を変数としてビジネス・レジス
ターにすでに標準装備しているところがあり、他の国もその取得中であることが明らかになった。得られた研究成果は
、わが国で整備中の事業所母集団データベースのシステム構築に反映させた。

研究成果の概要（英文）：Through the dialogues with foreign expert staffs at survey visits and internationa
l workshops organized for this research project we brought to light varied attributes of business register
s which national statistical bodies maintain as survey frame. The database is updated based on administrat
ive data and daily profiling operations to identify structural changes of respective businesses. The datab
ase is applied not only for sampling the statistical units but also for editing the missing variables and 
records. It also provides data to business demographic studies. Findings obtained from our research consti
tute cardinal core concepts in launching Japanese business register.
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１．研究開始当初の背景 
今日、公的統計は、それまでの調査統計を中
心とした統計作成から調査票情報と行政情
報のデータ統合型の統計システムへと世界
史な転換を遂げつつある。その制度変革のキ
ーとなっているのが、統計における行政情報
の新たな位置づけである。 

1960 年代以降、統計の作成環境が悪化し
センサスがそれまで担ってきた母集団情報
提供機能が形骸化する中、海外の政府統計機
関では、1980 年代前後から統計法規の改正
により行政情報の統計活用への道を拓くと
ともに、新たな調査インフラとしてビジネ
ス･レジスターの整備への取組を開始する。 
従来、調査によって蒐集された調査票情報
は、統計作成に至るまでの一過的存在として
扱われてきた。他方、ビジネス･レジスター
というデータベースを内蔵したデータ統合
型統計システムは、統計単位ベースの個体レ
コードからなるデータベースという構造を
持つ。それは単なる過去のデータのアーカイ
ブではなく、母集団概念を根拠とした調査設
計機能、調査結果の編集、さらには源泉を異
にする個体レコードの統合による独自の調
査に依存しない新たな統計作成機能を持つ。 
統計の調査環境が諸外国に比べ相対に良
好であり、また行政情報の統計利用について
の意識が希薄であるわが国では、この種の調
査基盤インフラの整備に著しく後れを取っ
ており、統計法（平成 19年法律第 53号）第
27 条で事業所母集団データベースの整備が
謳われて初めてその動きが開始された。 
ビジネス･レジスターの実態がこれまでわ
が国では殆ど知られていないことから、各国
におけるその整備の目的、その維持管理業務、
さらにはその機能についての基本的情報が
決定的に不足している。本研究は、諸外国に
おける政府統計データのアーカイビングの
骨格部分をなすデータベースであるビジネ
ス･レジスターがそれぞれどのような内容と
特徴を持ち、どのように維持更新され、機能
しているかを解明するとともに、各国の豊富
な経験から得られた各種情報に基づき、わが
国の国情に最も適切なシステム設計のため
の実践的な助言を与えることを研究の目標
に設定している。 
 
２．研究の目的 
本研究は、調査環境の現状と将来見通し、
情報技術の現状、統計調査に投入可能な人
的･予算的資源の今後を展望しつつ、拡大す
る多様かつ高品質の統計ニーズに対応する
次世代型統計制度の中核的組織としての政
府統計データのアーカイビングシステムの
あり方について、諸外国における最新動向を
踏まえた国際比較をその中心課題としてい
る。 
 企業、事業所統計データのアーカイビング
にあたってのプラットフォームとなるのが、
主要各国が 1980 年代以降整備しているビジ

ネス･レジスターである。本研究では、各国
での整備状況、行政情報の活用状況、行政単
位(legal unit)から統計単位（statistical unit）
を構成するための現状確認業務（profiling）、
フレームとしての利用、データ補定機能につ
いて各国のビジネス･レジスターの異同を明
らかにするとともに、今後の展開方向を明ら
かにした。 
得られた研究成果は、総務省統計局におけ
る事業所母集団データベースの構築に際し
て有効な先進的経験事例として活用された。
わが国のような極度に分散的な統計システ
ムにおいては、この種のデータベースを構築
することによってはじめて質の高い統計デ
ータの提供が可能となり、このことは行政施
策だけでなく学問の質の向上に不可欠な情
報インフラを提供するものである。 
 
３．研究の方法 
統計の作成環境が深刻化する中、海外の
政府統計機関では、データ統合のプラット
フォームとしてのビジネス･レジスターの
整備が進められてきた。そのような政府統
計の新たな動向を受けて、本基盤研究では、
研究期間中にのべ 10 カ国以上の政府統計
機関を訪問し、システムの担当者から直接
その実情を調査した。 
研究期間中に実施した海外調査から、各
国が税務情報あるいは企業登記といった行
政情報を基盤情報として、得られた結果を
ビジネス・プロファイリングと呼ばれる企
業・事業所の現状確認を行うことによって
恒常的に母集団情報が維持更新しているこ
と、母集団情報を与える年次フレームは標
本抽出だけでなく欠損データの補定にも積
極的に活用されていること、ビジネス･デモ
グラフィーと呼ばれる新たなタイプの企業
動態統計等もビジネス･レジスターに基づ
いて作成されていることなどが明らかにな
った。 
また調査の中から、ビジネス･レジスター
について、統計単位の経緯度情報を変数と
して標準装備している国があり、また大半
の国がその取得に向けての取り組みを行っ
ていることが明らかになった。経緯度情報
の統計活用の潜在性に鑑み、本研究では、
複数年時のタウンページデータから縦断型
のデータベースを構築し、それに経緯度情
報の利用可能性についての方法論の確立を
目的とした試行的研究も展開した。その過
程で、地理情報システム（GIS）が一般に
見られているような単なる統計の表章ツー
ルに留まらず、位置情報をキーとした強力
なデータベース機能を持っていること、人
口減少社会を見据え、一部の先進的自治体
の中には位置情報をプラットフォームとし
た行政情報のデータ統合により行政事務の
効率化、新たな行政ニーズへの対応に取り
組んでいる興味深い事例が取得できた。 
 



４．研究成果 
本研究の研究成果については、以下のよう
な形で学会等での発表や論文の公刊により
広く社会への還元を行うとともに、政府統計
機関におけるビジネス・レジスターの構築と
いう統計制度設計にその成果を反映するこ
とで、実質的な形での具体的な社会貢献を行
った。 
まず、学術面での研究成果の公表に関して
は、国際統計学会（ISI）その他内外の関連
学会で研究期間中に合計 94 本の研究報告を
行い、研究テーマに関する企画セッションを
組織、実施することで学界に政府統計データ
のアーカイビングが拓くデータ統合という
統計の新たな展開方向の持つ意義を広く周
知させることができた。また、研究成果の論
文による公刊については、研究メンバーの大
半が研究員あるいは客員研究員となってい
る法政大学日本統計研究所の『研究所報』そ
の他の刊行物シリーズ、各メンバーが所属し
ている学会誌、大学等の紀要等に研究期間中
に 104 本の論文を公刊し、研究成果の社会へ
の還元を行った。 
これに加えて本研究では、研究期間中に海
外の政府統計機関のビジネス・レジスターの
整備担当者を招聘し、合計５回の国際ワーク
ショップを開催した。会議では、招聘された
担当者とわが国の政府統計機関の担当者が
まさに当事者としての問題関心に従った直
接的な経験や情報の交換を行い、そこで得ら
れた多くの知見は、わが国におけるビジネ
ス･レジスター（事業所母集団データベース）
のわが国での構築に当たっての中核的情報
として生かされた。このような海外における
先進的経験を取り込んだ形で作り上げられ
たシステムは、平成 25 年度から母集団年次
フレームとして供用開始されている。 
本研究は、当初から単なる学術研究として
だけでなく、その研究成果を実際の統計シス
テム設計に反映させ作成される統計データ
の品質の向上として結実させるという実践
性をも併せ持つ研究事業であることを研究
メンバーの共通認識として推進してきた。得
られた研究成果がこのような形で具体的な
政府統計の制度設計として結実したことが
何よりもの研究成果であると認識している。 
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